
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区計画の決定：平成１８年１月２３日 

 

問い合わせ先 

杉並区都市整備部市街地整備課 ℡3312-2111 

〒166-8570 東京都杉並区阿佐谷南１-15-１ 西棟 3 階 

～地区計画の届出と建築物等の制限～ 

高井戸東一丁目地区 

地区計画の概要 

令和６年３月発行 

東京都市計画地区計画高井戸東一丁目地区地区計画 計画図 [杉並区決定] 

※本図は概略図なので、詳細は区役所の窓口で確認してください。 

0 50 100 150 200ｍ 

２８ 

２３ 

２２ 

２５ 

２７ 

２９ 

３０ 

６ 

１５ 

３２ 

１６ 

 

１７ 

１８ 

３２ 

３３ 

２４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区計画区域 
（地区整備計画区域） 
中層住宅地区 

低層住宅地区 

凡例 

区域の面積：約８．７ha 

地区の位置 

杉杉並並区区  

高高井井戸戸東東一一丁丁目目地地内内  

杉並区 

中層住宅地区 

低層住宅地区 



 

 

名   称   高井戸東一丁目地区地区計画 

  位   置 ※ 杉並区高井戸東一丁目地内 

  面   積 ※ 約 ８．７ ｈａ 

地区計画の目標 

本地区は、杉並区の南部地域、京王井の頭線浜田山駅から約２００ｍ南西に位置して

おり、避難場所に指定されている。 

また、地区内の南側は、杉並南部土地区画整理事業を施行すべき区域の指定がなされた

地区である。 

そこで、土地区画整理事業の施行に併せて、地区計画を策定し、避難場所としての機

能及び避難路の確保を図るとともに、防災・減災に配慮し、周辺地域と調和した緑豊か

で良好な低中層市街地の形成をめざす。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 

まとまりある既存の樹林地や地区外周部の並木などを保全し、災害時における有効な

防災機能の確保に努めつつ、緑豊かな住環境の形成を図るため、地区を「低層住宅地区」

と「中層住宅地区」とに区分し、それぞれにふさわしい土地利用を誘導する。 

≪低層住宅地区≫ 

戸建て住宅を中心とした、緑豊かな低層住宅地として、良好な住環境の維持・保全を

図る。 

≪中層住宅地区≫ 

周辺地域と調和した中層住宅地として、良好な住環境の維持・保全を図る。 

地区施設の整備の

方針 

１  既存の樹林地を維持・保全し、防災機能の確保と緑豊かな地域環境の形成を図る。 

２ 地区外周部においては、既存の並木を保全するとともに外周道路及び歩道状空地を

整備し、快適で安全な歩行空間と災害時の避難路を確保する。 

３ 地区の東西方向に連絡する道路・通路等の基盤整備を行い、周辺を含めた道路ネッ

トワークと災害時の避難路の形成を図る。 

４ 魅力的な街並みづくりに配慮した区画道路の整備を図る。 

建築物等の整備の

方針 

 地区内の建築物の耐火性を高め、ゆとりあるまちなみの形成に向けた敷地の細分化の

防止など、防災･減災に配慮した良好な居住環境の維持･形成を図るため、低層住宅地区、

中層住宅地区それぞれの整備方針を次のように定める。また、良好な街づくりと地区内

の緑化、災害時の避難者の安全確保のため、垣又はさくの構造と建物等の形態又は色彩

その他の意匠の制限を定める。 

≪低層住宅地区≫ 

１ 敷地の細分化を防止し、ゆとりある住環境を確保するため、建築物の敷地面積の最

低限度を定める。 

２ 戸建て住宅における、緑豊かで快適な住環境を確保するため、壁面の位置の制限を

定める。 

≪中層住宅地区≫ 

１ 一定規模の敷地面積を定め中層住宅の立地を誘導するため、建築物の敷地面積の最

低限度を定める。 

２ 地区周辺住宅地の住環境を確保するため、壁面の位置の制限を定める。 

３ 周辺地域との調和を図るとともに、地区外周の並木などの景観に配慮した建築物の

高さの制限を定める。  

地
区
整
備
計
画 

 

道路 

名  称 幅  員 延  長 備  考 

区画道路１号 ６ｍ 約   ８５ｍ 新 設 

区画道路２号 ６ｍ 約   ６５ｍ 新 設 

区画道路３号 ６ｍ 約 １１５ｍ 新 設 

区画道路４号 ６ｍ 約 １２５ｍ 新 設 

区画道路５号 ６ｍ 約 １０５ｍ 新 設 

区画道路６号 ６ｍ 約   ６５ｍ 新 設 

■ 地区計画のあらまし    

地区施設
の配置及
び規模 

 

平成１８年杉並区告示第４８号 平成１８年１月２３日 



 

 

※は知事同意事項 

 

 公園 

名  称 面  積 備  考 

公 園 １ 号 約  １．３０ha 新 設 

公 園 ２ 号 約  ０．２１ha 新 設 

公 園 ３ 号 約  ０．１４ha 新 設 

そ の 他

の 公 共

空地 

名  称 幅  員 延  長 備  考 

通 路 ①   ６ｍ 約   ７０ｍ 新 設 

通 路 ②   ６ｍ 約   ８５ｍ 新 設 

通 路 ③  １２ｍ 約   ５５ｍ 新 設 

通 路 ④  １２ｍ 約 １１５ｍ 新 設 

歩 道 状 空 地 ３．５ｍ 約 ８６５ｍ 新 設 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 
る 
事 

項 

地

区

の

区

分 

名称 低層住宅地区 中層住宅地区 

面積 約 ５．０ha 約 ３．７ha 

建築物の敷地

面積の最低限

度 

１５０㎡ １，０００㎡ 

壁面の位置の

制限 

１ 敷地境界線から建築物の外壁又は

これに代わる柱の外面までの距離

は、１ｍ以上とする。 

２ 特別区道第１４４１号路線、同第

１４３３号路線及び同第２１３０号

路線に面する部分については、道路

境界線から建築物の外壁又はこれに

代わる柱の外面までの距離を４ｍ以

上とする。 

ただし､この限度に満たない距離に

ある建築物又は建築物の部分が次の

各号の何れかに該当する場合は、この

限りでない。 

(１) 外壁又はこれに代わる柱の中心

線の長さの合計が３ｍ以下である

もの。 

(２) 物置その他これに類する用途に

供し、軒の高さが２.３ｍ以下で､か

つ、床面積の合計が５㎡以内であ

るもの。 

１ 都市計画道路境界線から建築物の外壁又

はこれに代わる柱の外面までの距離は、１

ｍ以上とする。 

２ 特別区道第１８６８号路線に面する部分

については、道路境界線からの建築物の外

壁又はこれに代わる柱の外面までの距離を

１０ｍ以上とする。 

３ 特別区道第１４４１号路線又は、同第２

１３０号路線に面する部分については、道

路境界線から建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の外面までの距離を４ｍ以上とする。 

ただし､この限度に満たない距離にある建

築物又は建築物の部分が物置その他これに

類する用途に供し、軒の高さが、２.３ｍ以

下で、かつ、床面積の合計が５㎡以内である

ものは、この限りでない。 

 

建築物の高さ

の最高限度 
－ ２０ｍ 

建築物等の形

態又は色彩そ

の他の意匠の

制限 

建築物等の外壁若しくはこれに代わる柱及び屋根等の色彩は、地区の環境に調和した落

ち着いた色調とする。 

垣又はさくの

構造の制限 

道路及び隣地との境界に設ける垣又はさくは、生け垣又は透過性のあるものとする。 

ただし、コンクリート造、ブロック造、石造などの構造で、地盤面からの高さが０．６

ｍ以下のものは、この限りでない。 

理 由 
 防災・減災に配慮し、周辺地域と調和した、緑豊かで良好な住環境の形成を図るため、地区計画を決

定する。 

地区施設
の配置及
び規模 

地

区

整

備

計

画 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行為の種別 図面 縮尺 備考 

土地の区画形質の変更

（切土・盛土、道路・宅

地の造成など） 

● 案内図   

● 区域図 

（公共施設配置図） 

１／１，０００以上 

● 設計図 １／１００以上 

建築物の建築 

工作物の建設 

建築物・工作物の用途の

変更 

● 案内図   

★印の図面は１／１００でも可 ● 配置図 １／１００以上 

● 立面図（２面以上） １／５０以上 ★ 

● 各階平面図 １／５０以上 ★ 

建築物・工作物の形態又

は色彩その他意匠の変

更 

● 案内図  

● 配置図 １／５０以上 ★ 

● 立面図（２面以上） １／５０以上 ★ 

 地区計画の区域内で、建築計画や土地の区画形質の変更などを行うときは、届出・勧告制度が適

用され、地区計画の内容に適合するように規制・誘導していきます。 

 地区計画の区域内で建築物を建てたり、建築物の用途を変えたりする場合などは、工事の着手の

３０日以上前に届出をしていただきます。もし、届出の内容が地区計画に適合しない場合は、区長

が地区計画に適合するように勧告を行います。 

 また、建築物に関する制限事項のうち、その一部の項目については、建築基準法に基づく条例を

制定します。条例に適合しない建築計画は、建築確認通知はされず、建築物は建築できません。 

○ 地区計画の届出とは 

○ 届出の必要な行為及び提出書類 

○ 届出の手続きのながれ 

地区計画の届出をする際に必要な書類は次のとおりです。 

①地区計画の区域内における行為の届出書 

 届出用紙は、区・市街地整備課に用意してあります。 

②添付書類（行為の種別により、次にあげる図面を各１部添付してください） 

工

事

着

手 

（
適
合
し
て
な
い
場
合
） 

事

前

相

談 

地

区

計

画

の

届

出 

届

出

内

容

の

審

査 

勧

告

し

な

い

旨

の

通

知 

建

築

確

認

申

請 

設

計

等

の

変

更 

設
計
変
更
等
の
勧
告 

 （建築確認申請が不要な場合
には、直接工事の着手になり
ます。） 

地区計画の届出の外に事前協

議・届出等が必要な場合には、所

定の手続きを行ってください。 

工事の着手３０日以上前に建築確認申

請に先立ち、届出が必要になります。 

■ 届出の手続き 


